
令和２年３月３１日成田市規則第２３号 

 

成田市会計年度任用短時間勤務職員の通勤に係る費用弁償に関する規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は，成田市職員等の旅費及び費用弁償に関する条例（昭和 

５４年条例第４号）第２３条の２第３項の規定により，地方公務員法（昭和

２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項第１号に掲げる職員（以下「会

計年度任用短時間勤務職員」という。）の通勤に係る費用弁償の額及びその

支給方法に関し，必要な事項を定めるものとする。 

（用語の意義） 

第２条 この規則に規定する通勤とは，会計年度任用短時間勤務職員が勤務の

ため，その者の住居と在勤所との間を往復することをいう。 

（支給単位期間及び支給額） 

第３条 会計年度任用短時間勤務職員の通勤に係る費用弁償は，１カ月を単位

として支給するものとし，その額は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各

号に定める額（その額に１円未満の端数があるときは，その端数を切り捨て

た額）とする。 

(1) 一般職職員の給与に関する条例（昭和２９年条例第２３号。以下「給与

条例」という。）第１２条第１項第１号に掲げる職員の要件に該当する会

計年度任用短時間勤務職員 １カ月の通勤した回数に応じて，同条第２項

第１号の規定に準じて算出した額 

(2) 給与条例第１２条第１項第２号に掲げる職員の要件に該当する会計年度

任用短時間勤務職員 別表に定める日額に，１カ月の通勤した回数（その

回数が２１回を超えるときは，２１回）を乗じて得た額 

(3) 給与条例第１２条第１項第３号に掲げる職員の要件に該当する会計年度

任用短時間勤務職員 前各号に定める額を合計した額 

２ 任命権者は，その職の通勤の実情等により前項各号に定める額により難い

と認められるときは，同項の規定にかかわらず，市長の承認を得て，その職

の通勤に係る費用弁償の額を別に定めることができる。 

（支給方法） 

第４条 通勤に係る費用弁償は，給与条例第２７条第６項に定める報酬の支給

方法に準じて支給する。 

（届出並びに支給の始期及び終期） 

第５条 会計年度任用短時間勤務職員は，次の各号のいずれかに該当する場合

は，通勤届（別記様式）により，任命権者に届け出なければならない。ただ

し，第３条第２項の適用を受ける場合については，この限りでない。 



(1) 新たに第３条第１項各号の会計年度任用短時間勤務職員たる要件（以下

「支給対象職員たる要件」という。）を具備するに至った場合 

(2) 住居，通勤経路若しくは通勤方法を変更し，又は通勤のため負担する運

賃等の額に変更があった場合 

(3) 前各号に掲げるもののほか，支給の要件に係る事実に変更があった場合 

２ 会計年度任用短時間勤務職員が新たに支給対象職員たる要件を具備するに

至った場合は，その事実の生じた日から通勤に係る費用弁償の支給を開始す

る。ただし，前項本文の規定による届出が，その事実の生じた日から１５日

を経過した後にされたときは，その届出を受理した日から支給するものとす

る。 

３ 通勤に係る費用弁償は，会計年度任用短時間勤務職員が支給対象職員たる

要件を欠いた場合にあってはその事実の生じた日の前日まで支給し，離職し

た場合にあってはその事実の生じた日まで支給する。 

４ 通勤に係る費用弁償の額を変更すべき事実が生じたときは，その事実の生

じた日から支給額を改定する。第２項ただし書の規定は，支給額を増額して

改定する場合について準用する。 

（委任） 

第６条 この規則に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。 

 

附 則 

この規則は，令和２年４月１日から施行する。



別表 

 

 

[別記様式 略] 

片道の使用距離 日額 

５ｋｍ未満 １００円 

５ｋｍ以上１０ｋｍ未満 ２００円 

１０ｋｍ以上１５ｋｍ未満 ３４０円 

１５ｋｍ以上２０ｋｍ未満 ４８０円 

２０ｋｍ以上２５ｋｍ未満 ６２０円 

２５ｋｍ以上３０ｋｍ未満 ７６０円 

３０ｋｍ以上３５ｋｍ未満 ９００円 

３５ｋｍ以上４０ｋｍ未満 １，０３０円 

４０ｋｍ以上４５ｋｍ未満 １，１７０円 

４５ｋｍ以上５０ｋｍ未満 １，２５０円 

５０ｋｍ以上５５ｋｍ未満 １，３４０円 

５５ｋｍ以上６０ｋｍ未満 １，４２０円 

６０ｋｍ以上 １，５１０円 


